
様式第１号（第４条関係）
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２■施策の担当課による評価結果　　　　　 
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平成27年度

施策の担当課としての単年度の取り組みの自己評価

2,840（件）110

　２０年度は南部出張所が開所されました。また、救急件数は１９年
に比べ減少したが、今後も増加が予測されるため、啓発活動に努力が
必要である。なお、南部地区の充実を図るため職員の増員を考える必
要がある。

2,392（件）

　複雑多様化する各種災害に、限られた人員を有効に活用
することで、市民の期待に答えることと、南部出張所の開
所に伴い火災・救急現場への到着が短縮され、市民に対す
る「安心・安全」を提供することが、市民のニーズに応え
る事と思います。

１－１施策の名称

１－２担当

１－３総合計画に
おける施策の体系

１－４施策の目的

25（件）

　救急出動件数

１－５総合計画に
おける基本成果指
標

　各種災害の発生件数の抑制は、消防の任務である市民の生命及び財
産の保護に結びつくことから保護を最優先し市民の「協力」と職員の
組織力を有効に活用し、成果を挙げることが課題である。

消防署長
　　加藤孝義

実績値（単位）目標値（単位）
指標の定義

 平成21年度から南部出張所を開設したことにより、市民の満足度は高くなっている。火災件数にあっては、達成度は低い数値となっているものの、前期5ヵ年の平均件数は21.4件であった。また、救
急件数においては、平成20年から減少傾向にあったが、22年中は再び増加をしたものの、総体的には「救急車の正しい利用」についての啓発活動等の実施により、救急出動件数は目標値以内であり、
十分な成果が得られている。

　市民全般からの評価から見た消防署の設置・
配置施策の充実状況の満足度を表す指標
　防火指導、防火広報の実施により、住民の防火意識
の向上を図った成果の指標として、火災件数から設定

　消防署の数・配置に対する満足度

　各種災害発生件数の抑制は、消防の任務である市民の生命及び財産
の保護ということから、生命の保護を最優先し、市民の「協力」と消
防の「組織力」を有効活用して、成果を挙げることが課題である。

　生活環境「安全・安心でうるおいのあるまちづくり。」

　生活安全・安心

2,620（件）

実績値（単位）

総合評価

20（件）

平成２７年度評価
（全期間の成果）

Ａ

Ａ

90（％）

平成２２年度評価
（前期の成果）

全期間（平成２３年度～平成２７年度）

　災害発生件数の抑制は、市民の生命、身体及び財産の保護に直結す
るため最優先となるが、その方策として、市民の「力」をいかに有効
に活用し、協力を得るかが課題である。

　南部地区への消防出張所の配置は、前期に計画することができた。
体外的には、毎年増加していた救急件数が、１８年には減少に転じ、
救急啓発活動が功を奏した。

今後の環境変化を踏まえた課題認識

達成率(％)

90（％） 87（％）

　19年度は、南部地区への出張所配置が実現に向け計画された。ま
た、救急件数は増加に転じたことから今後も増加が予測されるため啓
発活動に努力が必要と思われる。

　救急車の正しい利用を市民に働きかけた結果
を表す指標として、救急件数から設定

担当課評価

基本施策コード

消防本部

　防火意識の向上を図ることにより火災件数の減少を目指すとともに、応急処置の普及率を高め、救
急隊員の資質向上を図ること等により、市民の方々の安全安心を守る。

-67

97

21（件）　火災件数

　18年度と同様に複雑多様化する各種災害に限られた人員
を活用することと、南部庁舎建設に向けた事務を遂行し、
市民に対する「安心・安全」を提供していくことが、市民
ニーズに応える事と思われる。

平成21年度

 近年、複雑多様化する各種災害から限られた人員を有効に
活用して、市民に対し、「安全・安心」を提供していくこ
とから、市民の期待度は、いっそう高まっている。

施策評価票番号 12

　法改正により、傷病者を適切に搬送することが任務であ
ると明確に示されたため、今後は、実施したことへの批判
のみならず実施しなかったことへの批判も数多く寄せられ
ることが予想され、更なる隊員の資質向上が求めれれる。

既存事業の構成や優先順位の考え方、新規事業の必要性の考え方

消防署 評価票作成者

１ ―３ ―２

評価の内容

　数年前から救急車の適正利用のＰＲを実施してきたが、救急件数と
しては徐々に減少している。その原因が、適正利用が浸透した結果か
否かの判断はまだまだ先で、引き続きＰＲしていくことが必要。

　各種災害発生件数の抑制は、市民の生命、身体及び財産の保護に直
結するため最優先となるが、消防でなくてもできることに関しては、
市民の方々の協力を仰ぐことも必要と思われる。

消防・救急

基本成果指標名
前期（平成１８年度～平成２２年度）

達成率(％)目標値（単位）

● 施策評価の判定基準

Ａ ： 施策の目的を効果的に達成しているので継続する

Ｂ ： 施策推進の実施手法等に改善の必要がある



３■参考情報

番号
担当課
評価

担当課
判断

優先順位
総合評価

担当課
評価

担当課
判断

優先順位
総合評価 実績値

担当課
評価

担当課
判断

優先順位
総合評価

1 Ａ 2 Ａ Ａ 2 Ａ 17（人） Ａ 2 Ａ

2 Ａ 1 Ａ Ａ 1 Ａ 2,392（件） Ａ 1 Ａ

3 Ａ 3 Ａ Ａ 3 Ａ 3,615（人） Ａ 3 Ａ

4 Ａ 4 Ａ Ａ 4 Ａ - - 4 -

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

施策を構成する事務事業の評価情報 　平成２０年度

事務事業名称 成果指標と最終目標値(単位) 実績値

救急講習用資機材充実推進事業

救急救命事業 救急出動件数　2,840（件） 2,387(件)

救急救命士養成事業（主要事業）

救急講習用資機材（ＡＥＤトレーナー）　24（セット） 7(セット)

救急救命士数　20（人） 16(人)

普通救命講習会等事業（主要事業） 普通救命講習会等受講者数　3,800（人） 4,311(人)

16（セット）

　平成２２年度

2,273（件）

14（人）

実績値

　平成２1年度

4,337（人）


